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平成２３年３月２４日  

 

 情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会 

  部会長  根 岸  哲 殿 

 

                                       接 続 委 員 会 

                                           主 査    東 海  幹 夫 

 

 

報 告 書（案） 

 

 

平成２３年２月２２日付け諮問第３０３２号をもって諮問された事案について、調査の結果、

下記のとおり報告します。  

 

記 

  

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に 

関する接続約款の変更の認可については、諮問のとおり認可することが適当と認められる。 

 

 

２ なお、提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添のとおりである。 

 



 

 

２ 

２

 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備 

に関する接続約款の変更案に対する意見及びその考え方（案） 

（長期増分費用方式に基づく平成２３年度の接続料等の改定） 

意   見 考  え  方 

意見１ 平成２３年度のＰＳＴＮ接続料については、前年度と比較すれば値下

げとなっているが、平成２４年度以降は再び上昇する可能性が高いと考え

られることから、算定の在り方の検討に速やかに着手すべき。 

考え方１ 

○ 長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式に基づく平成２３年度のＰＳＴＮ接続料につい

ては、ＬＲＩＣモデルの改定が行われたことにより設備コストの減少が図られ

たため、平成２２年度と比較すればＧＣ接続、ＩＣ接続共に値下げとなってい

ます。 

しかし、ＰＳＴＮトラフィックの減少傾向は継続しており、需要の減少にコ

スト削減が追いつかないという根本的な課題が解消されない限り、平成２４

年度以降は再び接続料が上昇する可能性が高いと考えます。このままで

は、ＰＳＴＮ市場における競争の維持は困難となり、結果として国民利便が

阻害されてしまうことが懸念されます。 

したがって、ＰＳＴＮについては、「光の道」の実現に支障をきたすことの

ないように留意しつつ、接続料ひいてはユーザー料金の急激な上昇を抑

制するため、算定の在り方の検討に速やかに着手すべきと考えます。 

 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ 平成２２年９月２８日付情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく

接続料の平成２３年度以降の算定の在り方」に示されたとおり、ＩＰ網への移

行の進展状況等を踏まえつつ、今後の環境変化に対応した接続料算定の

在り方について必要に応じ、適時適切に検討を進めていくことが適当であ

る。 

また、今後のＰＳＴＮを取り巻く環境の変化等を踏まえ、現行の長期増分

費用方式を見直す場合には、情報通信審議会での審議の過程において事

業者から提案がなされた新たな算定方式等を含め、十分な期間を設け詳細

な検討を行う必要がある。 

 

 

 

意見２ 二重設備の運用による非効率性の排除が接続料の低減化に向けた

重要な課題であり、平成２４年度よりＩＰ網をベースとした接続料算定モデ

ルが導入されるよう、平成２３年度当初から具体的検討に着手すべき。 

考え方２ 

○ 長期増分費用方式に基づく接続料については、接続事業者が連名にて

総務大臣宛の要望書（平成 22 年 1 月 14 日提出）等を通じて接続料算定

○ 考え方１のとおり。 

 

別添 



 

 

３ 

３

方式の抜本的見直しの必要性を主張してきたところですが、いまだ具体的

な見直しはなされておらず、結果として平成 22 年度のＰＳＴＮ接続料水準

は平成 21 年度比で約 15％増（ＧＣ接続 3 分間当たり）の大幅値上げとな

ったままであることは、大きな問題であると考えます。今回、東日本電信電

話株式会社殿並びに西日本電信電話株式会社殿（以下、「ＮＴＴ東西殿」と

いう。）より認可申請がなされた平成 23 年度の長期増分費用方式に基づく

接続料は、平成 22 年度接続料に比べ若干値下がりとなったものの、平成

21 年度比で約 12％増（ＧＣ接続 3 分間当たり）の水準となっており、依然

として接続料は問題のある水準に留まったままとなっております。これは、

平成 23 年度の長期増分費用方式に基づく接続料の算定には、現行の算

定方式を改良したモデル（以下、「改良モデル」という。）を適用し、これまで

と同様にＰＳＴＮ電話のトラヒックのみを入力値として採用しているため、Ｐ

ＳＴＮ電話トラヒックの大幅減少が改良モデル適用によるコスト削減効果を

まかないきれず、接続料が高値水準の状態のままになっているものと考え

ます。このような状態が継続することについて、経済環境が厳しい状況とな

っている中においても支配的事業者のコスト回収に軸足を置いた現状の

政策は問題がある他、接続料算定においては支配的事業者の非効率性

を排除する観点が不可欠であり、これらを踏まえた上で接続料の在り方を

真剣に検討する時期にあると考えます。 

「接続料規則等の一部を改正する省令案」に対する弊社共意見書（平成

22 年 12 月 16 日付提出）において、「ＩＰ網への移行期における二重設備

保有による非効率性を排除するための補正措置として、省令を改正するこ

とにより、ＰＳＴＮ電話のトラヒックにＩＰ電話のトラヒックを加えた値を入力値

に用いる（以下、「ＰＳＴＮ定常方式」という。）ことで、平成 23 年度の接続料

の低減化を図るべき」と提案しているところですが、ＰＳＴＮ定常方式の適

用を可能とする省令改正は今のところ実施されておらず、改良モデルかつ

ＰＳＴＮ電話トラヒックのみでの接続料算定を継続した場合、平成 24 年度

の接続料は、大幅な値上げになるものと見込まれます。 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行期においては、不可避的に発生する二重設備

コスト以外にも過剰な残存設備やその保全費に掛かるコスト等が発生する

可能性があると考えます。このような非効率性については、徹底して排除

 

 



 

 

４ 

４

すべきであり、そのためには、欧州の動向も参考にしつつ、ＮＴＴ東西殿の

コスト回収を前提とした接続料算定方式からの脱却を図るためのプライシ

ング議論も必要と考えます。二重設備を運用することに起因する余剰コス

トを、接続料原価に算入させないことが接続料の低減化に向けた重要な課

題であり、本課題実現のため、平成 24 年度より、ＩＰ網をベースとした接続

料算定モデルが導入されるよう、平成 23 年度当初から、具体的検討に着

手すべきと考えます。 

 

（ソフトバンクＢＢ、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクモバイル） 

 

意見３ 公衆網についても、市内通話が無料のサービスがあってもよいので

はないか。また、場合によっては、ＮＴＴ東西を合併して通信回線会社とし、

他事業者や国との合弁企業として作り直すのも一つの案。 

考え方３ 

○ 本会議に際して、慶應義塾大学環境情報学部教授の村井純氏を構成

員に加えて欲しい。根拠としては、知識や影響力の面で有能な人材と考え

るからである。 

概ね、料金の値下げとなっているのと、その根拠が明確であるので、

NTT の意見を尊重したい。ただ、さらなる効率化が NTT 東西にとって重要

と考えています。所謂、NTT 東西商品のフレッツひかりのひかり電話に代

表される仕組みを利用応用することで、また交換機の IP 化することで、省

人化及び効率化がある実績から、公衆網についても、アメリカ合衆国の通

話業者にあるように、市内通話が無料のサービスがあってもよいのではな

いでしょうか。もっといえば、同一会社内であれば、０５０の VoIP や Skype

をはじめとする IP 通話機能等と同様に、通話料０円のサービスが提供で

きると思います。 

昨今は、With フレッツという形で、KDDI やソフトバンク（関連会社を総括

し）をはじめ多くの ISP が提供しているサービスがあります。そのことから、

NTT 東西の存在意義や、ソフトバンク各社の代表取締役 孫正義氏が掲

げる光の道構想にたいしても、議論される場であると思います。場合によっ

ては、NTT 東西を合併し通信回線会社として、NTT コミュニケーションズな

どを NTT 持株と合併させ、NTT 東西と NTT コミニケーションズとの経営の

○ ご指摘の点は、今回の接続約款変更案に直接関係するものではないた

め、参考意見として承る。 

 

 

 



 

 

５ 

５

完全な分離と、通信回線会社を、KDDI やソフトバンク、各種 ISP と、国（総

務省・財務省）との合弁企業として、つくり直すのも一つの案です。 

 

（個人） 

 
 


